
（単位：円）

予算額 決算額 差  額 備                考

収入

検定料 9,717,846,000 9,951,486,000 233,640,000 　(注１)

成績提供手数料 796,290,000 841,925,340 45,635,340 　(注２)

成績通知手数料 335,054,000 335,053,600 △ 400

その他 12,580,000 29,009,709 16,429,709 　(注３)

10,861,770,000 11,157,474,649 295,704,649

支出

業務経費 11,392,207,000 11,136,092,069 △ 256,114,931

人件費 776,173,000 772,080,064 △ 4,092,936

試験実施経費 10,467,781,000 10,245,900,779 △ 221,880,221 　(注４)

センター試験情報提供経費 13,782,000 10,970,625 △ 2,811,375

入学者選抜方法改善研究経費 134,471,000 107,140,601 △ 27,330,399 　(注５)

一般管理費 335,649,000 222,678,558 △ 112,970,442

人件費 180,536,000 154,720,768 △ 25,815,232 　(注６)

物件費 155,113,000 67,957,790 △ 87,155,210 　(注７)

予備費 20,000,000 0 △ 20,000,000

11,747,856,000 11,358,770,627 △ 389,085,373

　(注１)　志願者数が増加したため

　(注２)　提供件数が増加したため

　(注３)　資金運用による運用益が増加したため

　(注６)　職員数の抑制に努めたため

　(注７)　電子計算機室の空調機改修について、センター試験実施期間を避けて次年度に延期したことから

　施設・設備整備費が減少したため

決　算　報　告　書

区               分

                      計

                      計

※　損益計算書の計上額と当決算報告書の決算額との主な相違は損益計算書上　Ⅰ経常費用２一般管理費「水道
光熱費」、「外部委託費」、「保守・修繕費」等を、決算報告書上は、業務経費に含めて表示していることによるもので
す。

　(注４)　新教育課程に対応した試験時間が当初計画よりも短くなり、試験監督者等の経費が減少したため

　(注５)　研究経費の節約に努めたため


